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組織経営の古典的著作を読む（Ⅴ） 

～マイケル・Ｅ・ポーター～ 
 

財政金融委員会調査室 小野 伸一 

 

（全体の構成） 

Ⅰ チェスター・Ｉ・バーナード（第 113 号） 

Ⅱ ハーバート・Ａ・サイモン（第 115 号） 

Ⅲ アルフレッド・Ｄ・チャンドラー（第 117 号） 

Ⅳ エディス・ペンローズ（第 119 号） 

Ⅴ マイケル・Ｅ・ポーター（本号） 
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［補遺］ポーターの主要著作（時系列） 

 

１．はじめに 

戦略論の大家として知られ、今なお第一線で活躍するマイケル・Ｅ・ポータ

ー・ハーバード大学教授（1947～）は、学生時代はプリンストン大学で航空宇

宙機械工学を学び（学士）、その後ハーバード・ビジネススクールでＭＢＡをと

り、ハーバード大学で経済学（ビジネス・エコノミクス）の博士号をとった。 

ポーターの代表的な著作としては、『競争の戦略』（原著 1980、以下の西暦は

原則として原著の出版年）が挙げられることが多い。確かに同著では、ポータ

ー理論を知る上で不可欠ともいえる「ファイブフォース分析」や「ポジショニ
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ング・ビュー」について説明されており、重要文献であることは間違いないが、

後述するように、同著はどちらかといえば企業を取り巻く環境や産業に焦点を

当てており、企業そのものに焦点を当てた著作は『競争優位の戦略』（1985）の

方である。 

ポーターの分析手法を巡っては、動学的なものか、それとも静学的なものか

ということもしばしば話題になる。特にフレームワークについては静学的なも

のであるという見方も有力であるように思われるが、ポーター自身が指摘して

いるように（２．参照）、その発想は本来、動学的といった方がよいものである

ように感ぜられる。 

 

本稿は、ポーターの組織経営論について、上述のような、我が国において必

ずしも一般的とはいえないであろう受け止め方も含めつつ、筆者なりに素描し

ようとするものである。また、ポーターは経営戦略について「戦略・ポジショ

ニングがリソース（経営資源）を規定する」という関係性・方向性を重視して

いるのであるが、本稿では、実際の組織経営上、「リソースが戦略を規定する」

という面も併せて考慮する必要があるのではないか、さらにいえば、ポジショ

ンとリソースは本来的には等価といってもよいようなものなのではないか、と

いう観点からも若干の考察を試みている。 

なお、筆者は経営者ではないが、本稿は全体に経営者の目線、経営者であれ

ばどう思うかという視点を意識したものとなっている。これは経営論、特に戦

略論はどのようなものであれ、経営者・企業人に支持されるかどうかが一つの

評価ポイントであり、特にポーターについては、実践的な色彩が強いだけに、

それがよくあてはまるように思われるからである。 

 

２.戦略とポジショニング 

戦略、あるいは経営戦略とは何かということについての答えは、経営者の数

に経営学者の数を加えただけあるといってもよい位であり、これらの整理の仕

方も識者によって様々であるが、ポーターの主張が戦略論のスペクトラムの中

の「最も目立つ一色」であることは間違いないであろう。特に企業コンサルテ

ィングの世界では、明示されているかどうかは別として、必ずといってよい位、

分析の何処かにポーター理論が援用されているといってよく、そもそも企業コ

ンサルティングという産業の繁栄を導いたのがポーターであるといってもよい

位である。肯定するにせよ否定するにせよ、或いは第三の立場をとるにせよ、

今日の戦略論の世界におけるポーターの存在感については改めて指摘するまで

もないのであり、本稿もまず、戦略とは何かについてのポーターの主張の確認

から始めることとしたい。 
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「戦略とは、他社とは異なる活動（アクティビティ）を伴った、独自性のあ

る価値あるポジションを創り出すことである」（『競争戦略論』（1998）） 

「戦略とは競争上必要なトレードオフを行うことなのである。戦略の本質と

は、何をやらないかという選択である」（同） 

「戦略とは、顧客に価値を提供する上で、トレードオフを行うことである。

（略）何をしないかという選択が、戦略の核心である」（『日本の競争戦略』（2000）） 

「戦略とは、企業としての活動のあいだにフィットを生み出すことである」

（同） 

「戦略とは、単なる広範なビジョンではなく、ライバル企業と差別化された、

一貫した活動の配置のことである」（『競争優位の戦略』（1998）） 

「戦略とは、唯一無二の価値を提供するユニークなポジションを確保するこ

とであり、誰も通れない自分だけの道筋をつくるのが基本原則」（日本（法政大

学）での講演（2009）） 

 

以上はポーターが著書などで戦略を定義していると思われる部分の抜粋であ

る。これらをみれば、ポーターの戦略の最大公約数的なキーワードは、ポジシ

ョン、価値、トレードオフ（何をやらないか）、差別化（独自性、ユニークさ）、

活動などであることがわかる。ポーターのいう戦略とは、大胆に要約すれば、

「企業がトレードオフにより、差別化された価値をつくりだす諸活動を行い、

これによりポジションを確保していくこと」ということになるであろう。 

 

ここで一つ注意したいのは、ポーターが『競争の戦略』（1980）以来、一貫し

て重視しているポジション、或いはポジショニングという概念のとらえ方であ

る。この概念については、一般に、どちらかといえば静的なものと受け止めら

れているように思われる。 

確かに、ポーターのポジショニング・ビューのバックボーンとなっている産

業組織論は、時期的にみても「ＳＣＰパラダイム」、すなわち市場の構造

（Structure）が市場における企業の行動（Conduct）を規定し、行動が成果

（Performance）を規定するという考え方に基づく伝統的な産業組織論であり、

これは比較静学的な概念がベースになっている(図表１)。しかしポーターは、

『競争の戦略』新版のイントロダクション（1998）において、「『競争の戦略』

のフレームワークが静的であるという批判は全く当たらない。産業分析、競争

者分析、競争ポジショニングのいずれのフレームワークにおいても変化が最も

重視されているといってよい位である」（趣旨）と述べ、『競争の戦略』が動的

な変化を重視した著作であることを強調している。ポーターはまた同じイント



経済のプリズム No121 2013.11 20

ロダクションにおいて、「戦略的ポジションというものは道（path）なのであっ

て固定された場所（fixed location）ではない」とも述べている。この他、『競

争戦略論』Ⅱ（1992）５章「資本の損失」などでも、長期的な視野での競争ポ

ジションの確保が重要であるとの指摘がみられる。 

 

したがって、ポーターのポジションという概念には、本来的に時間軸がビル

トインされていると考えた方がよいように思われる。そもそもポーターの戦略

論は、後述するように、つきつめれば競争に勝ち抜き、市場で生き抜くための

「処世論」としての一面を有しているから、ライバル企業が変わり、市場が変

われば、それに応じて競争ポジションも変わらなければおかしいであろう。さ

らにいえば、ポーターにとっては、企業や産業のみならず地域や国家までもが

合目的的に変化し進化していく存在（プレーヤー）なのであり、常に優位なポ

ジションを勝ち取るべく競争していく主体と位置付けられている。企業から国

家まで「競争ポジション、競争優位は与えられるものではなく勝ち取っていく

もの」というのがポーターの主張であるといえ、後述するファイブ・フォーシ

ズやダイヤモンドのような分析のフレームワークについても、あくまで一貫性

を重視しつつも、分析の主体については、むしろ絶えざる変化や進化が予定さ

れているところに特徴がある。 

 

３.ポーターと経済学 

ポーターは、『国の競争優位』（1990）以降は、考察の対象を企業や産業のみ

ならず地域、さらには国家や社会にまで広げ、これらに競争という「横串」を

刺しつつ、ある意味、組織経営論の枠を超えた主張を展開している。このよう

なポーターの構想力、すなわち膨大なケーススタディをもとに、競争、戦略、

産業、ポジション（ポジショニング）、ファイブ・フォーシズ、バリュー・チェ

ーン、ロケーション、ホームベース、ダイヤモンド、クラスター、トレードオ

フ、活動、フィットなどの多彩なキーワードとフレームワーク1を駆使して企業

から国家の在り方までをも紡いでいくポーターの才能には非凡なものがあるが、

そのベースとなっている素養に経済学、特に産業組織論、寡占理論、ゲーム理

論などがあることを感ずるのは筆者だけではないであろう。特にそれが感ぜら

れるのは『競争の戦略』であるが、これにとどまらず、地域や国家までも競争

プレーヤーとして登場させる発想自体、ゲーム理論（新しい産業組織論）など

の影響を感じさせるものがある。 

 

                                                  
1 本稿では個々の用語の具体的な説明は省略されているが、一部については本文や［補遺］な

どで触れられている。 
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ポーターの戦略論は産業組織論を逆手にとったものだとよくいわれるが、確

かにそうであろう（図表１）。すなわち、伝統的な産業組織論では、前述のよう

に、市場構造が市場における企業行動（市場行動）を規定し、企業行動が成果

を規定すると考えるのであるが、これを逆手にとれば、企業が成果を出すため

には、どのような市場構造が望ましいか、企業はそこでどのような行動をとれ

ばよいかが「逆算」されることとなる。これに基づき企業は、望ましい市場構

造をつくりだしたり、あるいは望ましい（既存）市場を選択したりし、成果が

出るような行動をとればよいのである（ポジショニング）。 
 

図表１ ポーター戦略論のロジック 
 

ＳＣＰパラダイム（伝統的産業組織論） 
 
 

市場構造        市場行動        市場成果 

 
     

・売り手、買い手の状況  ・プライシング      ・効率性（利益率） 
    ・集中度         ・製品政策（生産量、   ・技術進歩 
    ・製品差別化の程度     設備投資、研究開発）  ・分配の公正さ etc. 
    ・参入障壁の程度 etc.  ・広告政策    etc. 

      

                逆手にとると･･･ 

                 

 

                ポーターの戦略 
 
 

  望ましい市場構造     成果を出す市場行動      市場成果の獲得！ 

の選択（創造）      の実行（ﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ） 

 

 

（出所）筆者作成 
 

ポーターが戦略分析のフレームワークにおいて、①新規参入の脅威、②代替

品の脅威、③買い手のバーゲニングパワー（交渉力）、④売り手のバーゲニング

パワー（同）、⑤既存事業者との敵対関係の５つ（ファイブ・フォーシズといわ

れる）を重視したのも、まさにこれらが市場構造、さらには企業行動を考える

上での重要な要因となるからである（図表２）。例えば商品が差別化されておら

ず価格競争が厳しい市場は、ポーターの目からすれば、成果を出すことが難し

く避けた方がよい市場であり、戦略的な観点からは、相対的に競争の少ない既

存の代替品市場で勝負するか、そのような市場・商品を自ら創造するか、ある

いはＭ＆Ａなど別の道を選択した方がよいということになる。 
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図表２ ５つの競争要因分析（ファイブ・フォーシズ分析） 

 

産業の競争を形づくる５つの力 

 

 

                 新規参入の脅威 

 

 

 

 

                    

  売り手のバーゲニ        競争者間の       買い手のバーゲニ 

ングパワー            敵対関係        ングパワー 

 

   

 

 

 

                代替製品・サービス 

               の脅威 

 

・現在の直接のライバル（競争者の敵対関係）だけではなく、他の４つの力も見なければ 

ならない。これらの力は産業によって異なり、したがって収益性も産業によって異なる 

 

（出所）Michael E. Porter, “On Competition”, 2008 より作成 
 

また、ポーターのポジショニングという発想については、経済学の自由貿易

論における比較優位理論、すなわち国はより豊富に賦存する生産要素（例えば

豊富な労働力）を用いて生産される財・サービスに比較優位を持ち、輸出が行

われる（比較劣位の財・サービスは輸入される）ことにより全体として経済厚

生が増大するという理論からヒントを得ているのではないかと感ずる人もいる

であろう。すなわち、各企業が相対的に優位なポジションにあると考えられる

財・サービスを生産することにより、当該産業、ひいては国家の発展が実現す

るという発想である。実は筆者も当初、そのように受け止めていた。 

しかし、この点についてポーターは、『競争優位の戦略』（1985）においてバ

リュー・チェーンという価値創出のための概念を導入し（後述）、さらに『競争

戦略論』（1998）では価値創出のための活動や（活動間の）フィットという概念

も導入するなど、比較優位的な発想ではなく企業自身の価値創出、いわば絶対

価値の創出を重視する視点からの考察を行っており、むしろ比較優位理論との
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違いが強調されている。 

 

すなわち、一般にポーターといえばポジショニング、著書でいえば『競争の

戦略』というイメージが定着しているが、ポーター自身は、『競争優位の戦略』

新版のイントロダクション（1998）において、「『競争の戦略』は産業に焦点を

当て、『競争優位の戦略』は企業に焦点を当てている」と述べている。いわゆる

狭義の企業論は『競争の戦略』ではなく『競争優位の戦略』で展開していると

いうのがポーターの認識なのであり、このことは、ポーターの主張を客観的に

評価するためにも押さえておくべきポイントであるように思われる2。例えば、

『競争優位の戦略』では、企業は価値の創出主体であり、価値創出のカギを握

るのは主活動（ロジスティクス（購買、出荷）、オペレーション（製造等）、マ

ーケティング・販売、サービス）と支援活動（企業インフラ、人的リソース管

理、技術開発、調達）からなる「バリュー・チェーン」（価値連鎖）であると指

摘されている（図表３）。また、企業の「コスト・ドライバー」の分析やユニー

クさのドライバーの分析が行われるとともに3、企業は技術の集合体であり、テ

クノロジー自体が企業の競争優位のドライバーであるとの見方が示され、経営

多角化や事業部（ビジネスユニット）間の連携なども取り上げられている。さ

らに、企業が戦略優位を築くためには、「スイッチングコスト」を高めることが

重要であることも指摘されている4。これらは、今日ではいずれも企業コンサル

ティングにおけるスタンダードな分析ツールとして用いられているものである。 

加えて、『国の競争優位』においてポーターは、グローバル化した今日では、

国の競争優位を考えるに当たっては、比較優位理論を超えて、イノベーション

とアップグレード（より高い競争優位への移行）が重要であると指摘し5、たと

え国として低賃金労働力が豊富であっても、それで一国を支えることは困難な

のであり、研究開発やリスクマネーのような高度に専門化された要素が必要で

                                                  
2 『競争の戦略』の原著には「産業と競争相手を分析するためのテクニック」とサブタイトル

がつけられており、同じく『競争優位の戦略』の原著には「優位なパフォーマンスの創造と持

続」とサブタイトルがつけられている。 
3 ドライバーとは、決定したり促進したりする要因（因子）のことであり、コスト・ドライバ

ーとは、企業や事業のコストの増減、効率を決定する要因のことである。 
4 スイッチングコストとは、顧客がある用途に消費する商品やサービスを他の商品やサービス

に切り替える（乗り換える）際に発生する有形無形のコストをいう。卑近な例では、行きつけ

の美容室や理髪店を変更する場合には、優待制（ポイント制）になっていれば経済的なスイッ

チングコストが発生し、美容師・理容師との人間関係が構築されていれば心理的なスイッチン

グコストも発生する。そしてこれは裏を返せば、美容室や理髪店の立場からいえば、顧客を他

店に奪われないためには何らかスイッチングコストを高める工夫をすればよいということにな

る。 
5 イノベーションを支えるものとして地理的なクラスター（産業の集積）の重要性も指摘して

いる。 
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あるとの議論を展開している。 

したがって、ポーターのポジショニングや競争優位という主張は、経済学の

比較優位理論を踏まえたものというよりは、それを意識しつつも超克せんとす

る思索の中から生み出されたものと考えた方がよいように思われる。ちなみに

競争優位という概念については、ポーター自身、『競争優位の戦略』新版のイン

トロダクション（1998）において「マネジメントや経済学関連の文献の中にこ

の本の先行研究といえるものはない」と述べており、ポーターが独自に生み出

した概念であることが強調されている（図表４）。 
 

図表３ バリュー・チェーン 
 
   企業インフラ（例；ﾌｧｲﾅﾝｼﾝｸﾞ、ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ、ＩＲ）                  
支                                           
援   人的リソース管理（例；採用、研修、給与ｼｽﾃﾑ）                ･･  
活                                           
動   技術開発（例；製品ﾃﾞｻﾞｲﾝ、ﾃｽﾄ、ﾌﾟﾛｾｽﾃﾞｻﾞｲﾝ、材料研究、市場調査） マ       
                                     ー       
    調達（例；部品、機械、広告、ｻｰﾋﾞｽ）                ジ       
                                      ン       
    企業内向ﾛｼﾞｽ  ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ   企業外向ﾛｼﾞｽ  ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞと  （ｱﾌﾀｰ）ｻｰﾋﾞｽ          

     ﾃｨｸｽ             ﾃｨｸｽ      販売                     

      （例）     （例）     （例）     （例）     （例）             

原材料保管、 部品製造、組  注文処理、倉庫 販売部隊、ﾌﾟﾛ ｲﾝｽﾄｰﾙ、顧          

データ収集、 立、支店のｵﾍﾟ 保管、ﾚﾎﾟｰﾄ作 ﾓｰｼｮﾝ、広告、 客ｻﾎﾟｰﾄ、           

現場での顧客 ﾚｰｼｮﾝ      成       見本市、提案  苦情処理、           

ｱｸｾｽ                    文書作成    修理              

                                                 

                                                

主 活 動                      
 

（出所）Michael E. Porter, “On Competition”, 2008 より作成 
 

４．産業という切り口 

ポーターの組織経営論の大きな特徴の一つは、企業レベルとともに産業（イ

ンダストリー）レベルの分析が重視されていることである。特に『競争の戦略』

については、既に述べたように、ポーター自身、産業に焦点を当てた著作であ

ると述べているほどである。ポーターが産業という概念を重視し、その分析に

力点をおいた背景には、大きく２つのことがあるように思われる。 
一つは、一般に企業の収益性（例えばＲＯＩＣ6）は、産業ごとの特有の事情

などにより、産業ごとに平均値が異なっていることから、個々の企業レベルの 
 

                                                  
6 ＲＯＩＣは投下資本利益率（Return On Invested Capital）のことで、前著（Ⅲ）（チャンド

ラー）で説明したＲＯＩ（Return On Investment）と同種の指標であるが、ＲＯＩＣのリター

ンには通常、正味税引後営業利益が用いられる。ポーターは企業の収益性の指標としてＲＯＩ

Ｃを重視している。 

価
値

買
い
手
が
喜
ん
で
買
う
も
の
は
何
か
？ 
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図表４ ポーター著作の流れ（時系列、主なもの） 
 

『競争の戦略』（1980）         『競争優位の戦略』（1985） 

（Competitive Strategy）         （Competitive Advantage） 
  

《産業に焦点》                 《企業に焦点》 
 

･５つの競争要因分析（市場環境分析）          ・ﾊﾞﾘｭｰ・ﾁｪｰﾝ→企業価値創出の重要性 

･３つの基本戦略（ｺｽﾄﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ、差別化、    ・ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ分析、ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ分析 

集中）を踏まえた産業内でのﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ     ・ｽｲｯﾁﾝｸﾞｺｽﾄ分析 

                        ・多角化戦略、事業部間連携 

 

 

 

『グローバル企業の競争戦略』（1986） 

（Competition in Global Industries） 
                              

・ﾊﾞﾘｭｰ・ﾁｪｰﾝの諸活動を各国間に配置、調整することによる競争優位の確立 

 

 
 

『国の競争優位』（1990） 

（The Competitive Advantage of Nations） 
  
○国の優位の決定要因：ダイヤモンド（［補遺］４．参照）           

①要素条件 ②需要要件 ③関連・支援産業 ④企業戦略、構造、ﾗｲﾊﾞﾙ間競争 
  

○立地（ロケーション）の重要性 

   複数国にまたがる場合あり 
 
○国の競争力を生むクラスターの重要性 

   イノベーションとアップグレードによるより高い競争優位への移行 
 

○公共政策の役割 

 
 
 

『競争戦略論』（1998、2008）        日本の競争戦略（2000） 

（On Competition）          （Can Japan Compete？） 
 
・過去の代表的論文、書き下ろし論文を集約           ･日本企業の比較優位 
                                が失われつつある  
・企業戦略の重要性として、ポジショニング、バリュー・ 

チェーンと並んで、トレードオフ、活動、フィット      ・品質を軸にした競争 
を提唱                           から戦略やｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 

                                を軸にした競争への 
・配置と調整に加えて、ホームベースの重要性          転換の必要性 
  
・社会的価値の創造の重要性 
 

 

（出所）筆者作成 
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戦略の策定は、その企業が属する産業の分析を踏まえて行われるべきであると

いうことである。ポーター自身、『競争の戦略』新版のイントロダクション（1998）

において、産業をアリーナに例え、アリーナの性質がそこで活動する個々の企

業に影響を及ぼすと述べており、ファイブ・フォーシズに関するポーターの論

文（『競争戦略論』1998 年版第１章）の改訂版（同 2008 年版第１章）において

も、産業ごとに平均収益が異なることが強調されている。 

もう一つは、ポジショニングは、それが可能な範囲が画定されてはじめて意

味をもつ概念であるから、画定された範囲、すなわち産業という概念はポジシ

ョニングと対になっているということである。ポジショニングは産業があって

はじめて成り立つのであり、この意味でポーターの経営論は産業を抜きにして

は語ることができない経営論である。 
なお、ポーターは、後期の著作において、分析のフレームワークに国（国家）

を取り込み、公共政策の役割についても論じているが、これも、ポーターの経

営論に産業という切り口があるからこそ可能になったものであろう。政府が個

別企業に直接介入することは、例外的な場合を除いて慎むべきであると考えら

れるが、産業レベルでの競争促進的、間接的な政策であれば、正当化される場

合も多いと考えられるからである。 

 
なお、ポーターの著作の邦訳においては、インダストリーという言葉は「業

界」と訳されることが多いが（『競争戦略論』では「産業」も使われている）、

ポーターのインダストリーという言葉では、戦略を考える観点から適切な範囲

の（同じ戦略で語られるべき類似の）商品を生産する企業群や市場がイメージ

されており、そこで重要なのは、つきつめれば差別化との関係である。インダ

ストリーの範囲が狭すぎると、競合関係にある、本来差別化の観点から視野に

入れるべき商品を見逃してしまう恐れがあり、広すぎると、一般化されすぎて

差別化戦略を考えることが難しくなり、容易に新規参入を許すことにもなる。

要は、ポーターのいうインダストリーの外縁は、あくまでも差別化との関係か

ら画定されるものなのであり、その境界は世上いわゆる「業界」といわれるも

のとは必ずしも一致するとは限らないという点に留意する必要がある。 
 

５．差別化と競争 

ここで、ポーターの組織経営論において重要な位置付けが与えられている差

別化と競争（競争力）という２つの概念について改めて考えてみたい。 

まず指摘したいことは、ポーターが差別化という言葉でイメージしているの

は、究極的には、オンリーワン・カンパニーともいうべき本質的な価値を生み

出す差別化なのではないか、ということである。日本企業においては、差別化
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というと、どちらかといえば家電製品や携帯電話の品揃えのような、商品レベ

ルでの差別化がイメージされがちであるが、ポーターのいう差別化は、商品の

差別化は当然の前提としつつ、最終的には企業レベルでの差別化がイメージさ

れているように感ぜられる。ユニークなバリュー・チェーンの確立もその一つ

であり、ポーターがしばしば用いる「企業戦略」という言葉も、このようなユ

ニークな企業をつくる戦略という意味合いが込められているものとして理解す

べきであろう。 

企業レベルでの差別化の一例としては、経済社会へのインパクトのある「デ

ファクト・スタンダード」を狙うような差別化が挙げられる。その典型は、近

年の例では、（故)スティーブ・ジョブズが生み出した一連の商品群とそこから

イメージされるアップルという唯一無二の企業の姿であろう。日本企業は従来、

残念ながら、このような「企業まるごとの差別化」ともいうべき取り組みには

必ずしも積極的でなかったように思われる。 

 

もう一つ指摘したいことは、ポーターのいう差別化は競争の回避が目的では

ないということである。ポーターは差別化による無競争を志向しているという

解釈も散見されるが、これは誤った認識であろう。確かにポーターは「無駄な

競争」はしない方がよい、すなわち競争は相手を選び、また産業（市場）を選

んで行った方がよいという立場に立っているが、競争そのものを否定している

わけではない。それどころか、そもそも差別化という概念は他者との競争・競

合を前提にしなければ成り立たない概念であり、差別化はあくまでも競争戦略

の一つなのである。 

そしてポジショニングと同様、差別化にも時間軸が内在していると考えた方

がよいように思われる。すなわち、差別化という概念は、差別化された商品に

対し、新たな差別化商品が登場し、差別化競争が起こり、これにより企業レベ

ルでの差別化も進展し、これが産業の発展、ひいては国家の競争優位にもつな

がっていくというようなダイナミックな動きの中でとらえるべきものであろう。

このような差別化競争は、新たな代替品開発競争を伴って一層ダイナミックに

展開されることもある。 

差別化競争が地球規模で行われれば、デファクト・スタンダードを狙う国家

間の競争となることも考えられる。（産業や国家の）デファクト・スタンダード

獲得競争は、今日では、動学的な差別化競争の一つの典型となっている。日本

ではスタンダードというと、何か官（政府）が定めるもののように受け止めら

れがちであるが、世界の現実をみれば、むしろ企業間の競争の中からつくられ

てきているといった方がよい。残念ながらＩＴ分野では、日本は後塵を拝した

印象が拭えないが、今後成長が期待される新エネ・省エネ、医療・医薬品、バ
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イオ、燃料電池車、ロボットなどの分野については、競争優位を築くことがで

きる可能性は大いにあるように思われ、「ガラパゴス化」とは無縁の、最初から

舞台は全世界と決めた取り組みを鋭意進めることが望まれる。時と場合によっ

ては、企業は、国内より海外市場を優先させる位の覚悟をもたなければならな

いかもしれない。 

 

６.ポジショニング・ビューとリソース・ベースト・ビュー 

（１）ポーターの目線 

ポーターを語るときに避けて通れない論点が、ポジショニング・ビューとリ

ソース・ベースト・ビュー（ＲＢＶ）という、戦略論を巡る大きな２つの見方

の存在である。既に述べたように、ポジショニング・ビューの総帥とされるポ

ーターの主張は必ずしも経営論の範疇に留まるものではなく、このような観点

のみからポーターを評価することは適切とは思われないのであるが、また経営

論の分野においても既述のように企業そのもの（リソース）を論じた著作（『競

争優位の戦略』）も存在するのであるが、ここでは便宜、ＲＢＶの立場から問題

とされるポーターの主張に絞ってみていくこととしたい。 

 

ポーターは、『競争の戦略』新版のイントロダクション及び『競争優位の戦略』

新版のイントロダクション（いずれも 1998）において、ＲＢＶを意識しつつ、

以下のように述べている（趣旨）。少し長くなるが、ポーターの考え方を知る上

で重要と思われるので引用したい（邦訳には含まれていない）。 

 

「リソースやケイパビリティ（能力）、要素市場（インプット）の条件が、競

争のダイナミクスを理解する上で一定の意味を有するのは事実であるが、これ

らを産業の競争や、ライバル企業との対比で占めるユニークなポジションと切

り離すことは危険であり、リソースやケイパビリティの価値は戦略と不可分一

体である」（『競争の戦略』） 

 

「企業は競争ポジションを選択すべきではなく、競争ポジションとは独立に

フレキシビリティを保ち、新しいアイデアを事業化し、必要不可欠なリソース

やコア・コンピタンシー（コアとなる競争能力）を築かなければならないとい

う議論がある。しかし、戦略的にフレキシブルでいれば競争優位は達成できな

い。また、一貫した戦略ポジションを持つことと新しいアイデアを絶えず事業

化していくことは何ら矛盾しない。リソースやコンピタンシーのみに集中し、

競争ポジションを無視してしまっては、内向き（インワード・ルッキング）の

姿勢になりかねない。リソースやコンピタンシーというものは、それ自体に価
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値があるというよりは、特定のポジションや競争の仕方のために価値を持つも

のである。リソースやコンピタンシーという視点は有益ではあるが、だからと

いって産業構造や競争ポジションを理解する必要性がなくなるわけではない。

企業の競争ポジションとそのポジションの達成の手段（要素）を関連付けるこ

とは本質的に必要なことである」（同） 

 

「競争と戦略の分野では、外部要因（産業構造とポジショニング）と内部要

因（コア・コンピタンシー、クリティカル・リソース）を分離する傾向があり、

内部要因の方が重要であると主張する識者がいる。『競争の戦略』をコア・コン

ピタンシーやクリティカル・リソースと対比させることは的外れであり、誤っ

た二分法をつくりあげることとなる。ポジション（生産市場の競争）と内部の

スキル、評判、組織のコンピタンシーを分離しうるものと考えることは、過度

に単純化された考え方である。もしリソースやケイパビリティが活動、戦略、

産業と分離されるなら、企業は内向き（インワード・ルッキング）になってし

まう」（『競争優位の戦略』） 

 

以上からわかるように、ポーターは、企業内部の分析も行いつつ、内向きに

なることには警鐘を鳴らし、企業外に目を向けることの重要性を一貫して主張

している（アウトワード・ルッキング）。そして企業のリソースやケイパビリテ

ィは、企業の戦略や競争ポジションとの関係において論じられるべきものであ

るとされている。 

私見では、ポーターの発想がアウトワード・ルッキングになったのは、経済

学の素養が影響しているのではないかと思われる。もともと新古典派経済学で

は、企業は単なる「点」或いは「ブラックボックス」と位置付けられており、

マーシャルやペンローズのように企業そのものに目を向け経営資源の在り方を

論ずる経済学者も存在したものの、多くの先達はそうではなかった。『競争の戦

略』のバックボーンとなっている伝統的な産業組織論においても企業内部に立

ち入った分析は余り行われていない。ポーターがこのようなオーソドックスな

経済学を学んでいることに鑑みれば、その発想がアウトワード・ルッキングな

性格のものであることは特に驚くほどのことではないのかもしれない。 

ただし、経済学においても、近年では、企業をブラックボックスではなく分

析すべき内実のある存在と位置付ける組織の経済学（契約・情報の経済学）が

発達してきており、経済学の重要な一分野を構成するようになっている。また、

当然のことながら、ポーターは企業を「点」と考えているわけではないことも

再確認しておきたい。ポーターは確かにアウトワード・ルッキングであるが、

企業内部の分析を行っていることは既に触れたとおりであり、ポーターの「ス
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キル」や「活動」などのターミノロジーには、どちらかといえば、前著（Ⅳ）

で取り上げたリソース重視派のペンローズとの共通性を感じさせるものがある。 

 

（２）経営者の立場 

そもそも経営者の立場に立ってみれば、ポジショニング・ビューとＲＢＶは

トレードオフ（二者択一）の対象となるようなものではないであろう。ポジシ

ョニングとリソースは、経営者にとって、一方があれば一方はなしで済ますこ

とができるというようなものではないからである。後述するように（（３）②）、

リソース自体に大きな問題はなかったにもかかわらずポジショニング（外部環

境への適合）の失敗が原因で破綻したと思われる企業も存在する。企業経営に

は、その本質において他企業との戦いであるという側面があるが、経営者は、

ライバル企業への対応能力を高め、弱点をさらさないためにも、ポジショニン

グとリソースの両面で何らかの優位を築くよう努力する必要があり、それが負

けない経営の基本であるように思われる。 

付言すれば、筆者は、経営者が常に忘れてはならないもの、ポーターから学

ぶべきものとして、ポジショニングの他に、月並みではあるが競争（競争力）

の大切さがあると感じている。ポーター自身、『競争戦略論』の「はじめに」に

おいて、自らが伝えたいメッセージを一つだけ挙げるとすれば、それは競争の

重要性であると指摘しているが、企業が競争力をつけるための様々な取組を怠

っては、ポジショニング・ビューの観点のみならずＲＢＶの観点からも合格点

のとれる経営にはならないであろう。競争を忘れて資源を蓄積しても、利益を

上げなければならない民間企業としていずれ立ち行かなくなるであろうし、他

方で、競争に際しては人材や技術など何らかのリソースがなければ勝負になら

ないこともいうまでもないことである。 

 

（３）ポジショニング・ビューによる説明事例 

ここで、あくまで筆者の印象論として、ポジショニングという概念で比較的

よく説明できるように思われる事例を２つ挙げてみたい。ただし、これらは必

ずしもポジショニングという概念を使わなければ説明できないというものでは

ない。 

 

①日本の家電産業の現状 

近年、日本の家電産業（テレビ、白物家電その他）が特にアジア市場にお

いて、韓国や中国などの企業と比べて劣位にあると感ずるのは筆者だけでは

ないであろう。実際、韓国のサムスン（Samsung）電子やＬＧ電子などの存在

感の高まりは誰しもが感ずるところである。日本企業は、人材リソース面か
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らみれば必ずしも劣位にあるとは思われないが、それでも苦戦しているのは、

現地の市場に適合する製品の供給ができていないという基本的なポジショニ

ングの問題であるといえるのではないか。実は、筆者のかつての経験（在中

国日本国大使館）でも、日本企業の現地駐在員は「本社志向」が強く、地域

に根ざした企業として現地社会になじむ商品の開発・供給に本腰を入れて取

り組もうという姿勢が必ずしも強いとはいえなかった。 

近年、アメリカのＧＥ社は「リバース・イノベーション」といわれる逆転

の発想、すなわちまず新興国において新興市場向けの製品開発を行い、その

後、先進諸国市場に向けて展開する戦略を提唱し、実践していることで知ら

れているが7、日本企業も、従来の発想にとらわれずに様々な選択肢を検討し

てみる必要性があるように思われる。 

 

②事業再生 

筆者の経験（産業再生機構）によれば、かつてカネボウやダイエーは同機

構に支援を仰いだが、実際にこれらの企業の現場を観察してみると、人材は

豊富であるし、Ｒ＆Ｄ・商品開発などにも努めており、リソース自体に問題

があるようには思われなかった（ただし後述の社風や企業文化などもリソー

スに含めれば問題があったことになる）。実は、これは多くの破綻企業に当て

はまることでもある。それにもかかわらず破綻してしまったのは、つきつめ

れば、市場環境の変化への不適合、例えば問題の先送り体質、経営者の先見

の明のなさ、柔軟性に欠ける組織構造などが命取りとなったからである。 

事業再生の現場で重要になるのは、時間との戦いということもあり、どち

らかといえば事業の選択と集中などのポジションのとり方であり、リソース

の充実よりはその合目的的な活用の仕方である。事業再生というのは、いわ

ば患部を除去する外科手術のようなものであり、ポジションの修正はできて

も、リソースそのものの質を変えたり育てたりすること（人間でいえば健康

増進、体力増強）は困難である。したがって、事業再生の経営論は、リソー

スの経営論というよりはポジショニングの経営論が前面に出る傾向がある。 

なお、筆者がかつて接した要再生企業では、その多くにおいて、社風や企

業文化の問題がみられた。例えば、受け身の経営姿勢が目立ったり、硬直的

な対応であったり、問題の先送りがしばしばみられたりした。これは経験的

に感ずることであるが、企業は、外部環境との関係が希薄になり、社風や企

業文化が内向き、閉鎖的になると危うい。「平時」における経営資源の充実は

                                                  
7 ＧＥの取り組みについては、2008 年から２年間ＧＥに招聘されコンサルティングを行ったダ

ートマス大学のゴビンダラジャン教授らが著した『リバース・イノベーション』で知ることが

できる。 
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このような点に十分留意しながら進めていく必要がある。 

 

ところで、ポジショニング・ビューの観点からみても、ＲＢＶの観点からみ

ても、結果的に基本戦略がさほど変わらないように思われる事例（産業）もあ

る。その一つは日本旅館である。日本旅館の強みは、温泉などの天然資源を別

とすれば、女将や仲居の才覚やもてなしの心、板長・板場の腕前などの人的リ

ソースによりもたらされる場合が多い。建物や浴場などの施設設備も強みには

なるが、通常、それだけでは競争優位はもたらされないであろう。結局、日本

旅館においては人的リソースが差別化、すなわちユニークなポジション確立の

源泉ともなっているのであり、ポジショニング・ビューとＲＢＶのどちらの立

場に立っても実際の経営に大きな違いが出てくるわけではないといえる。 

 

７．日本企業に対するポーターの評価の変遷 

（１）評価の変遷 

ポーターは、アメリカの企業のみならず、日本企業を含め広く世界の企業を

対象にケーススタディを行っているが、一連の著作に目を通すと、日本企業に

対する関心や評価が時間とともに変化していることに気付く（図表５）。以下、

この点について私見を含め触れることとしたい。 

まず『競争の戦略』（1980）では、例示される企業や産業（業界）はアメリカ

が中心であり、日本企業では川崎重工、ホンダ、松下などの名称が登場する程

度である。 

1982 年に書かれた共著論文「グローバル企業に学ぶ勝ち方」（邦訳『競争戦

略論』Ⅱ第３章）では、グローバルな展開で成功をおさめた企業としてキャタ

ピラー、エリクソン、ホンダのケーススタディが行われており（キャタピラー

のライバル企業としてコマツにも言及されている）、日本企業もグローバル競争

を勝ち抜いたプレーヤーの一として分析されるようになった。 

その後、『競争優位の戦略』（1985）では、セイコー、富士ゼロックス、キャ

ノン、松下、ＮＥＣ、ＹＫＫ、リコーなどに言及されている。数としてはまだ

余り多くないものの、ＮＥＣについては、事業分野間の相互関係を重視、活用

する経営の好例として紙幅を割いて紹介され、これが日本的経営の大きな特徴

であると指摘されている。また、日本の会社は今後、「創造力を磨いてつぎつぎ

と生み出す相互関係の力」が競争優位の武器になるであろうと述べられている。 

 

そして『グローバル企業の競争戦略』（1986、編著）になると、日本の産業、

企業への注目度はかなり高まり、規模の経済性や経験・習熟などの面からグロ

ーバルな競争優位を獲得していった例として取り上げられ、「日本はグローバ
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ル・リーダーを生む養成所となった」と述べられている。産業では自動車、電

子機器、工作機械、テレビ、造船、オートバイ、農業用トラクター、小型複写

機など、企業名ではトヨタ、日産、ホンダ、いすゞ、東洋工業、三菱自動車、

ＮＥＣ、富士通、ソニー、キャノン、小松製作所（コマツ）、旭化成、三井石油

化学などに言及されており（グローバルなマーケティングや提携の例を含む）、

ポーターが日本の主要産業や企業についてかなり網羅的なケーススタディを行

ったことが窺われる。 
 

図表５ 日本企業に対するポーターの評価 
  

『競争の戦略』：日本企業への言及は少ない 

（1980） 

 

「グローバル企業に学ぶ勝ち方」：グローバル競争を勝ち抜いたプレーヤーとして 

（1982）            日本企業を分析（数は少ない） 

 

『競争優位の戦略』:日本的経営を前向きに評価（10 社未満）。競争力を生むもの 

（1985）      として、日本企業における事業分野間の相互関係性を評価 

  

『グローバル企業の競争戦略』：日本企業をグローバルな競争優位にある存在と 

（1986）           して紹介。言及日本企業数も増加（10 社以上） 

  

『国の競争優位』：日本企業を詳細に調査し、国際競争力を評価。言及日本企業 

（1990）     数 50 社以上 

  

『日本の競争戦略』：長期低迷に陥った日本企業の病理の解明。オペレーション 

（2000）      効率や品質による競争では、競争優位の構築は困難と指摘 

  

（出所）筆者作成 
 

さらに『国の競争優位』（1990）では、「三大工業国」（アメリカ、日本、ドイ

ツ）を含む 10 カ国について詳細な調査が行われ、日本については、競争力のあ

る産業としてエアコン、オーディオ、ロボット、半導体、造船など 19 産業を選

択、分析されており、特にロボット産業については詳細な記述がされている。

言及されている日本企業も 50 社以上になり、ここに至って日本の企業、産業は

ポーターが競争戦略を語る上で不可欠の存在となった。ただし、日本には国際

競争力に乏しい産業も併存していることや、政府の産業政策については、シグ

ナルの発信、すなわち情報優位にある者の発信行動のような間接的なものは別

として、補助金などの介入的な政策には効果がなかったと認められることなど

も指摘されており、日本企業の競争力を高めた要因としては、同業者間の競争
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（活発な競争のある産業で競争力が向上しているとポーターは指摘している）

や、資源エネルギーに乏しく国土が狭隘であることなどの制約要因の克服努力

が大きかったという見方がされている。 

 

その後、『日本の競争戦略』（2000、共著）になると、長期低迷に陥った日本

の産業や企業の病理の解明という色彩が強くなり、ケーススタディや実証研究

の結果、日本の成功産業では政府の関与は認められない一方、弱い産業では政

府により競争が制限されてきており、自由競争とこれを促進する政策が重要で

あるとの指摘がなされている。また、1970 年代から 80 年代にかけて、日本企

業はオペレーション効率で世界の模範となったが、他国企業のキャッチアップ

によりこのような面での競争優位は失われてきており、品質を軸にした競争か

ら戦略やイノベーションを軸にした競争へ転換しなければならないと指摘され

ている。 

 

（２）変遷の意味するところ 

以上からわかるように、日本の企業や産業に対するポーターの評価は、日本

の経済状況の推移と軌を一にしており、日本経済が発展し日本企業が国際的に

注目されるにつれて高まっていったが、日本経済が長期不況に陥りパフォーマ

ンスが悪化してくるにつれて厳しくなっていった。換言すれば、ポーターの評

価は、結果を出し成長している企業や産業に対しては国の如何を問わず高いが、

結果が出ず、低迷している企業や産業に対しては厳しいといえる。 

これはなぜであろうか。思うに、ポーターの組織経営論はその本質において

「競争の経営論」であり、競争に勝った者に高評価が与えられ、どうすれば勝

者の仲間入りができるかの考察に重点がおかれていることが一つの要因ではな

いであろうか。語弊を恐れずにいえば、「公立学校で学ぶ経営論」というよりも

「進学塾で学ぶ経営論」なのかもしれない。そこでは「傾向と対策」が重視さ

れ、「水に落ちた犬は叩かれる」ということも起こり得る。 

ポーターの組織経営論に対する批判、例えばＲＢＶの観点からの批判はしば

しば耳にするところであるが、批判されつつも軽視できないように思われるの

は、恐らく、ポーターが一貫して、その時々で高パフォーマンスを示す企業経

営の本質に迫ろうとしてきたからであろう。ポーターの経営論は「結果を出す

経営論」であり、「市場で評価される経営論」である。その意味で、その時々の

市場や経済の状況説明に貢献する経済学の発想、それも市場重視の経済学の発

想に近いといってよいかもしれない。市場重視の経済学では、経済の状況変化

に応じて説明のロジックが変わったり付け加わったりすることはしばしば起こ

り得るが、ポーターの経営論にも同じ傾向がみられる。例えば、『競争優位の戦
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略』（1985）においては、日本は製法技術（プロセス・テクノロジー）の開発と

いうプロセス・イノベーションに長けており、これにより日本企業は競争優位

を獲得したと説明されているが、『日本の競争戦略』（2000）になると、1970 年

代から 80 年代にかけての日本企業の躍進はオペレーション効率の向上による

ものであり、独自のポジショニング、差別化などの戦略によるものではないと

いう点が強調されるようになり、イノベーションの視点もトーンダウンしてい

る。日本企業のパフォーマンスの低下が顕著になるにつれ、過去の高パフォー

マンスの説明のロジックが変化し、見方が厳しくなっていったのである8。 

 

いずれにせよ、グローバリゼーションが不可避的に進展する中で、日本企業

が結果を出すことができなければどうなるかは、ポーターの指摘を待つまでも

なく、企業（経営者）自身が一番よくわかっているはずであろう。日本では失

われた 10 年、あるいは 20 年といわれた時代を経て、今日、再び新たな成長へ

の期待が高まっている状況にあるが、近年の日本の成長企業は、経営者（リー

ダー）の存在が際立っていたり、Ｍ＆Ａも含め大胆な選択と集中を実施したり、

イノベーションにより世界的な「オンリーワン」部門を築くなど、ビジネスモ

デルが一層多様なものとなってきている可能性があるのではないかと筆者は感

じている。そしてこの背景には、世界的に、比較的オープンな競争型の分業構

造（アセンブラーに対する競争的部品供給）の形成が進展していることもある

ように思われる9。一つの典型例は今や地球規模で普及が進む携帯電話であるが、

アップルやサムスン電子のスマートフォンにも多くの日本製部品が使用されて

おり、小型電子部品を始めとする高機能部品・部材などは、イノベーションへ

の不断のチャレンジを前提にすれば、日本の競争優位がそう簡単に崩れるとも

思えない分野であろう10。ただし、競争力の抜本的な強化のためには「企業ま

                                                  
8 ただし、プロセス・イノベーション（オペレーション効率の向上）が、独自のポジショニン

グ、差別化の観点からのイノベーションより劣るものであるというような、両者に優劣をつけ

る見方は必ずしも適切ではないように思われる。例えば、コンビニなどのＰＯＳシステム、す

なわち商品の売れ行き（売れ筋など）を販売戦略（品揃え、陳列など）に迅速に反映させるシ

ステムは、どちらかといえばプロセス・イノベーションに分類されようが、このようなイノベ

ーションは、独自のポジショニングなどのイノベーションで置き換えが可能なものではなく（Ｐ

ＯＳ自体が引き続き進化していくべきものである）、不要となることは考えられないであろう。

また、アジアなど海外市場におけるシェア拡大戦略を考える場合には、コストダウンなど効率

化のためのプロセス・イノベーションが一義的に重要になることも生じ得るであろう。 
9 例えば、成長率の高い家庭用・個人用の電気・電子機器や、自動車向けの電子部品などの分

野ではそうであろう。 
10 ヒッグス粒子の発見で有名になった、スイス・ジュネーブ郊外にある世界最大の加速器（Ｌ

ＨＣ）の建設に当たっても、検出器、超伝導ケーブル、冷却システム、磁石、高機能鉄材など

で日本企業が貢献している。研究責任者の一人である浅井祥仁東京大学准教授は、「日本の技術

なくしては成立しないと言っても過言ではありません」と述べており（浅井祥仁『ヒッグス粒

子の謎』祥伝社新書、2012）、日本企業の技術水準の高さが示唆されている。 
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るごとの差別化」が望ましいことはいうまでもなく、最終製品メーカーはもち

ろん、部品部材メーカーにおいても徹底した顧客価値の追求など一層イノベー

ティブな取組が求められるであろう11。そして、このような取組には終わりは

ないのであり、スマートフォンもいつかは新たな商品に取って代わられること

となる。これは差別化競争の当然の帰結であり、実際には試行錯誤の連続にな

るかもしれないが、経営者の評価というものは、とれるだけリスクをとって試

行錯誤し、自ら納得できる価値の創造を実現できるかで決まるものであるよう

に思われる。 

 

８．おわりに～新たな組織経営の視点～ 

ポーターの提起したポジショニング、或いは競争ポジションという視点が、

今日のグローバル経済下で企業が生き残りをかけて戦っていく上で重要な視点

の一つであることを否定できる者は少ないであろう。他方で筆者は、ポジショ

ニングとこれを実現していくリソースや組織の在り方について、これらを切り

離して考えたり、一方向のみの因果関係を前提にして考える（例えば競争ポジ

ションがリソースや組織を規定すると考え、その逆は考えない）ことも適当で

はないように感じている。感覚的に、ポジショニングとリソースは一枚の紙の

裏表、さらには等価とさえいってもよいものではないであろうか。物理学（相

対性理論）においては、エネルギーと質量が等価であるというアインシュタイ

ンの有名な公式（Ｅ＝ｍｃ２）があり、物質はエネルギーに転換することがで

きるのであるが、ポジショニングとリソースについても、これと同様の関係に

あるように筆者には感ぜられる。そして、ポジショニングとリソースのいずれ

が強調されるべきかは、企業のライフサイクルの段階や環境変化などに応じて

変化することも多いように思われる。例えば、窮境に陥った企業においては、

何よりもまず選択と集中などのポジショニングの修正が求められる一方、伸び

盛りの企業においては、人材・経営リソースの蓄積を可能な限り進めることが

望ましいと考えられる。 

 

実はポーター自身、『競争優位の戦略』新版のイントロダクション（1998）に

おいて、ポジショニングとリソースを二分して考えるべきではないこと、二つ

を結びつけるものが活動（アクティビティ）であること、企業は活動の集合で

あるとともにリソースやケイパビリティのセットであることなどを指摘してお

り、自らの主張がＲＢＶとことさらに対比されることへの懸念を表明している。
                                                  
11 顧客価値の追求は、当然のことながら、各国ごとに異なるものであることを踏まえて行う必

要があり、そのためには、企業のビジネスモデルそのものの変革が必要となることも起こり得

る。例えば、日本のいわゆる総合家電は、現状のままでは、競争的分業と自前主義＝垂直統合

方式のどっちつかずとなり、「居場所」がなくなる恐れさえなしとしないように思われる。 
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これは興味深い指摘であり、筆者はポーターのこの議論は、前著（Ⅳ）で取り

上げたリソース重視派のペンローズの「生産的サービス」についての議論を想

起させるものがあるように感じている。すなわち、ポーターのいう活動の概念

は、ある意味、ペンローズのいう生産的サービスの概念に近いものであるよう

に思われる。もちろん全く同じものではないが、ペンローズのいうインプット

としての生産的サービスの概念は、機能などの用途とは独立に存在し企業ごと

に差別化されているわけではないリソースと、それぞれに異なり独自性のある

企業の姿をつなぐ概念であると考えられるので、結果的に、差別化されたポジ

ショニングを実現するポーターの活動という概念と重なるものとなってくるよ

うに思われるのである12。もしそうだとすれば、リソースとポジショニングは

本来的に別のものととらえるのではなく、「リソース・ベースト・ポジショニン

グ」ともいうべき、リソースとポジショニングのつなぎ方、変換の仕方をこそ

重要な意思決定事項と位置付ける経営を実現することが望ましいように感ぜら

れる13。 

 

いずれにせよ、グローバル競争の激化が進展する中で、競争ポジションの重

要性が低下することが考えにくいとすれば、同様に、グローバル競争を生き抜

くリソースや組織の在り方という視点の重要性が低下することもまた考えにく

いであろう。したがって、競争ポジションと、最適なリソースの確保をどのよ

うに同時達成するか、あるいは企業の外縁をどのように画定するかということ

のインタラクティブな関係性、すなわち、①競争ポジションを実現するために

どのようなリソース・組織が求められるのかということと、②どのようなリソ

ース・組織をつくりあげれば、どのような競争ポジションを創造することがで

きるのかということの両面を視野に入れた検討を行い（実際にはこのシミュレ

ーションを繰り返し）、これを踏まえて組織経営を行っていくことが必要である

                                                  
12 ペンローズも活動という言葉を使っていることは前著（Ⅳ）で指摘した。 
13 一例を挙げれば、三菱商事の小林健社長は、インタビュー記事の中で（2012 年 12 月 29 日付

日経新聞）、「過去３年は分権経営を推進し、多様性を生かし、各部門の実力を底上げした。次

の３年は多様性を束ね、力をつけた各部門に横串を通し連携を深め、10 年先に発展しそうな事

業領域の発掘・創出に力を入れる。現在の事業領域をくくり直し、人的資源には限りがあるの

で事業の取捨選択をこれまで以上に加速させる」という趣旨の発言をしているが、そこには筆

者のイメージするリソース・ベースト・ポジショニングの発想に近いものが感ぜられる。また、

日本では、「技術には自信があるが買い手が見つからない」という悩みを抱える中小企業も多い

が、解決策を見出すためには、まず、リソースを如何に販売に結びつけるかという、つなぎ方、

変換の仕方こそが重要であることに気付く必要があると思われる。 

ちなみに、リソース・ベースト・ポジショニングの考え方は、国家・国民のレベルでも援用

することができるものであるように思われる。例えば、日本（人）が今日、その持てるリソー

ス（教育・技能・文化など）にふさわしいポジションを国際的に得ているかどうか、得ていな

い面があるとすれば今後どうすればよいかということは、大いに検討に値するテーマであるよ

うに感ぜられる。 
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ように思われる。ある意味、「組織と戦略の再融合」といってもよい。経営者に

とって必要なのは、組織論と戦略論というような別立ての理論ではなく、組織

経営をいかに行うかという理論ただ一つである。 

そして、そこで忘れてはならないことは、当然のことながら、企業には時間

軸が内在しており、常にイノベーションを生み、利益を上げ、成長させていく

こと（できれば安定的に）が求められているということである。企業はコスト

を上回る売上を維持しなければサステイナブルではない。この点も考慮しなが

ら、経営者は、 

・自らどのようなリソースをどの程度育成していくのか 

・Ｍ＆Ａなどによる外部リソース獲得をどの程度行うのか 

・多角化や最適な組織構成の実現、持株会社化などをどの程度、どのように進

めるのか14 

・どのような事業を自社で抱え、どのような事業を切り離すのか 

・どのような工程を自社で抱え、どのような工程をアウトソーシングするのか

（ネットワーク、クラスター、産業集積を活用するのか） 

・どの程度企業提携、事業提携するのか、企業の管理的外縁をどのように画定

するのか 

さらには、 

・最適な国際展開とはどのようなものか、それをどのようにして実現するのか 

などの課題に不断に取り組み、方向性を示し、ロジックをもって語ることが求

められるであろう。ちなみに最後の国際展開については、一般に欧米などのビ

ッグ・カンパニーでは地球規模での活動が当たり前になっており、企業にとっ

て国家・国境とは何かという根源的な問いかけまで検討の視野に入ってくるよ

うに思われるが、これは本稿の範囲を大きく超えるテーマであり、ここでは単

なる問題提起だけにとどめたい。いずれにせよ、これらの課題の解決のために

は、従来の経営論（組織論、戦略論）を統合した新たな経営論の構築が必要で

あるように思われる。 
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[補遺］         ポーターの主要著作（時系列） 

 

１．『競争の戦略』（Competitive Strategy；1980、邦訳 1982） 

ポーターの戦略論の出発点となった著作であり、伝統的産業組織論、寡占理論、ゲ

ーム理論等の経済学をベースに、産業構造と競争企業（ライバル）の行動、産業内で

の自社のポジショニングに焦点を当てて分析・提言を行っている。５つの競争要因

（five-forces framework）、すなわち①新規参入の脅威、②代替品の脅威、③買い手

の交渉力、④売り手の交渉力、⑤既存事業者との敵対関係と、３つの基本戦略（コス

トリーダーシップ、差別化、集中（focus））を踏まえた「ポジショニング」（ポジショ

ン選択）が競争戦略の基本であるとされている。後述の『競争戦略論』（1998）１章「競

争要因が戦略を決める」（初出 1979、邦訳Ⅰ１章）も内容的に同じ論文であるが、同

2008 年版（１章）ではかなりの加筆修正が施されており（５つの競争要因、３つの基

本戦略のフレームワークは同じ）、事実上新しい論文となっている。 

 

２．『競争優位の戦略』（Competitive Advantage；1985、邦訳 1985） 

『競争の戦略』がどちらかといえば産業構造とライバル企業に焦点を当てているの

に対し、本著は競争する企業自身に焦点を当て、競争優位の源泉について論じている。

競争優位は、買い手のために創造できる価値から生まれ、このような価値を生む戦略

としては大きくコストリーダーシップと差別化の２つがあり、いずれにおいてもカギ

を握るのは、主活動（ロジスティクス（購買、出荷）、オペレーション（製造等）、マ

ーケティング・販売、サービスと支援活動（企業インフラ、人材リソース管理、技術

開発、調達）から成る「バリュー・チェーン」（価値連鎖）であると指摘されている。

「ポーターといえばポジショニング」というのが一般的な受け止め方であろうが、実

はポーターは 1985 年の段階で、競争する企業自身に目を向け、競争優位のドライバー

分析やテクノロジーの分析、スイッチングコストの分析などを行い、企業は価値の創

出主体であるという見方を明確化している点に留意する必要がある。 

また本著では、多角化問題が中心的なテーマの一つとして取り上げられている。Ⅲ

企業戦略と競争優位（９章～12 章）においては、（個々の事業戦略とは区別された）

企業戦略としての多角化戦略が取り上げられ、事業単位（ビジネスユニット）の相互

関係や企業全体としての戦略を重視すべきことが指摘されている。なお、後述の『競

争戦略論』５章「競争優位から企業戦略へ」（初出 1987、邦訳Ⅰ５章）においても同

様の指摘がコンパクトになされている。 

 

３．『グローバル企業の競争戦略』（Competition in Global Industries；1986、編著、

邦訳 1989） 

上記２著と同様、企業と産業を基本的な分析単位としつつ、これを発展させて国際
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競争に焦点を当て、そのための戦略を論じている。邦訳には全 17 章のうち 10 章が収

められている（落ちているのは２章「国際競争のモデリング」、８章「グローバル産業

の競争戦略：ホスト国政府の視点」、９章「グローバル企業の対政府関係」、11 章「国

際提携活動のパターン」、14 章「外国の多国籍企業の米国製造業への参入」、15 章「国

際競争のケーススタディ：成功と失敗のパターン」、17 章「グローバル産業のリーダ

ーシップの変化：造船業のケース」の７つで、このうちポーター執筆は 11 章、17 章

（いずれも共著））。 

基本的なコンセプトのフレームワークは１章「グローバル産業における競争」で示

されており、グローバル企業は、バリュー・チェーンを構成する諸活動を各国間に適

切に「配置」（configuration）し、これを「調整」（coordination）することによって

競争優位を築いていかなければならないとされている。後述の『競争戦略論』（1998）

９章「多くの立地にまたがる競争」（書き下ろし、邦訳Ⅱ４章）もこのフレームワーク

の延長線上にある論文であるが、配置と調整に加えて、事業分野毎に全世界に対して

責任を負い、競争優位の拠点となる「ホームベース」を置くことの重要性が指摘され

ている。ホームベースは事業分野毎に最適な国が選択されるべきものであり、ある国

から別の国への移転も起こり得るものとされている。 

 

４．『国の競争優位』（The Competitive Advantage of Nations；1990、邦訳上下 1992） 

ポーターは 1983 年、レーガン大統領の「産業競争力に関する大統領諮問委員会」委

員となったことを契機に、企業や産業を分析単位とする従来の考え方を発展させ、国

の環境（経済環境、制度、政策）や、国の競争優位（その決定要因）の視点を強調し

た本著を執筆するに至った（なお同委員会は 85 年に「ヤングレポート」を取りまとめ

た）。本著では、日本を含む主要 10 カ国の詳細なケーススタディが行われ、これを踏

まえ、国の優位の決定要因として、①要素条件、②需要条件、③関連・支援産業、④

企業の戦略、構造、ライバル間競争の４つから成る「ダイヤモンド」が重要であるこ

と、立地（ロケーション、複数国にまたがることもある）が企業の競争優位に影響を

与えることが指摘されている。 

また、国の競争力は、天然資源や労働・資本のコストによるのではなく（すなわち

単純な比較優位によるのではなく）、地理的な（産業の）「クラスター」がベースにな

ったイノベーションとアップグレード（より高い競争優位への移行）により生ずるも

のであると指摘されている。そしてイノベーションを生むためには、プレッシャー（要

求水準の高い顧客など高度の需要、ライバル企業との競争など）やチャレンジの重要

性が高いと指摘されている。 

なお、ダイヤモンドについては、後述の『競争戦略論』（1998）６章「国の競争優位」

（初出 1990、邦訳Ⅱ１章）でも同じ指摘がなされている。また、クラスターについて

は、同じく『競争戦略論』７章「クラスターと競争」（書き下ろし、邦訳Ⅱ２章）でよ
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り包括的に述べられており、企業や国と同様に、競争優位の追求が重要であることが

指摘されている。本著以降、ポーターは、企業、産業とともに、クラスター（地域）

や国家を分析対象に取り込むこととなった。 

 

５．『競争戦略論』（On Competition；1998、2008、邦訳ⅠⅡ1999） 

ポーターの過去の代表的な論文と書き下ろしの論文を一冊の本にまとめた著作。邦

訳は二分冊。ポーターの主張を概観し近年の思索を知るのに役立つ。1998 年版はⅠ～

Ⅲの３つのパートに分かれ（Ⅰ「競争と戦略：コアコンセプト」、Ⅱ「ロケーションの

競争力」、Ⅲ「社会問題の競争的解決」）、全部で 13 章から成り、邦訳にはⅢの 10 章「環

境と競争力」、11 章「都市（インナーシティ）の競争優位」、12 章「医療における競争

力の創造」を除く 10 章が収められている。 

2008 年版はⅠ～Ⅴの５つのパートに分かれ、Ⅰ～Ⅲは 98 年版と同じであり（章レ

ベルでは一部改訂あり）、新たにⅣ「戦略、フィランソロピーそしてＣＳＲ」、Ⅴ「戦

略とリーダーシップ」が加わっている。全部で 15 章から成り、98 年版の４章「衰退

産業の終盤戦略」、８章「グローバル企業に学ぶ勝ち方」、13 章「資本の損失」は落ち、

新たに４章「戦略とインターネット」、Ⅳ（３章で構成）及びⅤ（１章のみ）が加わっ

ている。Ⅳは 12 章「フィランソロピーの新しいアジェンダ」、13 章「企業のフィラン

ソロピーの競争優位」、14 章「戦略と社会」となっており、Ⅴは、15 章「新ＣＥＯに

とっての７つのサプライズ」である。 

2008 年版にみられるように、ポーターの近年の著作の特徴は、（地域）社会を分析

の枠組に取り込んでいることである。その後も、「共有価値の創造」（Creating Shared 

Value；ハーバード・ビジネス・レビュー2011 年１-２月号）において、企業が社会問

題の解決に取り組み社会的価値を創造することを通じて自らの経済的価値を創造し競

争力を高めていくこと（＝共有価値の創造、頭文字をとってＣＳＶ）の重要性が指摘

されており、広く大企業経営者などの注目を集めている。ポーターは共有価値の例と

して、低価格でのヘルスケアの提供や省資源・省エネの取組などを挙げている。 

本著Ⅰ第２章「戦略とは何か」（What is strategy？；初出 1996）は、企業自身の

戦略についてのとりまとめ的な章となっており、『競争の戦略』のポジショニングや『競

争優位の戦略』のバリュー・チェーンと並ぶ企業戦略の基本的な概念として、「トレー

ドオフ」、「活動」、（活動間の）「フィット」が提示されている。また、オペレーション

の効率化と戦略的ポジショニングは全く別物であり、前者が他社と同じ活動を上手く

行うことであるのに対し（これは戦略ではないとされている）、後者は他社とは異なる

（差別化された）活動により価値を生み出すことであるとされている。なお、活動は

アクティビティの訳であるが、アクティビティにはもともと活力、或いは活発さとい

う意味があり、ポーターの著書における活動にも、「価値を生み出す活発な活動」とい

うポジティブな意味合いが込められているように思われる。 
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６．『日本の競争戦略』（Can Japan compete？；2000、竹内弘高と共著） 

ポーターは、出口の見えない低迷に陥った日本経済（産業）の病理を解明すべく、

詳細なケーススタディや実証研究を実施し、これに基づいて執筆されたのが本著であ

る。日本の成功産業では政府の関与はみられない一方、弱い産業では政府により競争

が制限されてきており、自由競争とこれを促進する政策が重要であると指摘されてい

る。また、1970 年代から 80 年代にかけて、日本企業はオペレーション効率で世界の

模範となったが、他国企業のキャッチアップによりこのような面での競争優位は失わ

れており、品質を軸にした競争から戦略やイノベーションを軸にした競争へ転換しな

ければならないと指摘されている。戦略とオペレーション効率の向上は別物であると

いう認識は『競争戦略論』と共通である。 

 

 


